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平成３０年１月２５日判決言渡  

平成２９年(行コ)第２８号 公務外認定処分取消請求控訴事件 

（原審 名古屋地方裁判所平成２６年(行ウ)第１６号） 

                          主         文 

            １ 本件控訴を棄却する。 

             ２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

                    事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 被控訴人の請求を棄却する。 

 ３ 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要（略語は，新たに定義するものを除き，原判決の例による。以

下，本判決において同じ。） 

 １ 本件は，Ｅ高校の教諭として勤務していたＰ１（昭和４１年▲月▲日生）が

平成２１年９月２９日脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血（本件疾病）を発症

し，同年▲月▲日，満４２歳で死亡したことについて，Ｐ1 の父である被控訴

人が，地方公務員災害補償基金愛知県支部長に対し，Ｐ１の死亡はＥ高校にお

ける過重な公務に起因すると主張して，地公災法に基づく公務災害認定請求を

したところ，同支部長から平成２４年１月１２日付けでＰ１の死亡を公務外の

災害と認定する本件処分を受けたため，被控訴人が控訴人に対し，本件処分の

取消しを求めた事案である。 

   原審は，Ｐ１が本件疾病発症前１箇月間に従事していた公務は特に過重なも

のであると認められるのに対し，この公務のほかに本件疾病の危険性が切迫し

ていたことをうかがわせる要因を認めることができず，本件疾病はＰ１の公務

に内在する危険が現実化したものと評価でき，本件疾病に至るまでの具体的事

情を総合的に勘案してもこの評価を覆す事情があるとはいえないとして，Ｐ１
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の死亡と公務との間には相当因果関係があり，公務起因性を認めるのが相当で

あるとして本件処分を取り消したところ，控訴人が控訴を提起した。 

 ２ その余の事案の概要は，次項に当審における控訴人の主張を追加するほか

は，原判決「事実及び理由」欄の第２の１ないし３記載のとおりであるので，

これを引用する。 

 ３ 当審における控訴人の主張 

  (1) 認定基準及び民間認定基準における「長期間の過重業務について」に対

する原判決の解釈の誤り 

   ア Ｐ１の睡眠時間 

    「脳・心臓疾患の認定基準に関する専門検討会報告書」（乙Ｄ３・８６

頁，８７頁）には，「業務の過重性の評価は，（中略）長時間労働に着目

してみた場合，現在までの研究によって示されている１日４～６時間程度

の睡眠が確保できない状態が，継続していたかどうかという視点で検討す

ることが妥当と考えられる。」，「１日５時間以下の睡眠は，脳・心臓疾

患の発症との関連において，すべての報告において有意性があるとしてい

る。」などの記載があるところ，Ｐ１は，Ｅ高校から８００メートルの位

置の借家に居住し，自動車で通勤しており，その通勤時間は約１０分（片

道５分）であったことから，Ｐ１の時間外労働時間が月９５時間３５分で

あったとしても，Ｐ１は１日６時間を超えて睡眠時間を確保できていたと

推認でき，睡眠不足による血圧上昇は生ぜず，その睡眠時間は，脳・心臓

疾患との関連において，有意性はないということになる。 

          Ｐ１がどのくらいの睡眠時間をとっていたかは不明であるが，仮にその

時間が１日５時間以下であったならば，それは，Ｐ１の生活スタイルによ

るものであり，時間外労働との因果関係はない。 

   イ Ｐ１の公務の量的過重性     

     平成２１年度のＥ高校の授業時間割によると，Ｐ１は１８コマを担当
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し，空きコマは１３であった（甲Ａ１５）。Ｐ１が担当していた１８コマ

のうちの１コマはホームルーム活動であり，準備は不要であるから，準備

が必要な授業としてのコマは１７コマであった。授業のコマ数は，空きコ

マの数を上回っているが，Ｐ１は，高校教諭として２０年，Ｅ高校でも４

年目であり，授業に関しては十分な知識・経験があったことなどからする

と，Ｐ１が授業の準備のために授業時間と同程度の時間を要したとは認め

られないから，Ｐ１が「部活動の終了後も残業することを余儀なくされて

いたと推認される」との原判決の事実認定（原判決２６頁８ないし９行

目）には誤りがある。 

     空きコマの状況，授業分担を踏まえると，担当授業において，Ｐ１の業

務量が他の教員と比較しても多いものであったとは評価できない。 

   ウ Ｐ１の公務の質的過重性 

     Ｐ１は，多くの科目で複数の指導担当者の取りまとめ役で，労力として

は，他の教員の作成した意見，資料等を調整するだけで，意見や資料の作

成という実作業をしなくてもよいのであるから，時間的にも労力的にも少

なくてすみ，むしろ，量的質的負荷が少ないともいえるし，また，課題研

究は，他の教員も担当しているもので，授業の科目の１つにすぎず，Ｐ１

の課題研究は量的にも質的にも普通の教員と同一であったから，原判決の

「Ｐ１の担当授業に関する精神的負荷は相応に強いものであったと考えら

れる」（３３頁１５行目及び１６行目）との判示は，証拠の取捨選択及び

評価を誤っており，その事実誤認は明らかである。 

     Ｐ１が情報処理部顧問として担当していた部員は１年生であり，経験則

上，全国大会に出場する３年生を担当するより負担が軽い。Ｐ１は平成１

８年度から情報処理部を担当し，過去３年の経験で指導方法は確立してい

たことが推認されることから，経験則上，指導における精神的負荷は軽減

されていたと考えられる。 
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   エ 本件疾病発症前１箇月間のＰ１の公務の量的・質的過重性 

    (ア) 夜間の残業 

      Ｐ２は，平成２１年９月の一日最後見回りに行ったのは隔日のことで

ある上，Ｐ１が午後８時まで残業していたかについて，「覚えていな

い」と明確に証言しており（証人Ｐ２・４９頁），また，被控訴人自

身，Ｐ１の残業時間が午後８時までであったと主張する日は合計６日に

すぎず，本件疾病発症前１箇月間についておおむね毎日午後８時まで残

業していたと認定できない。 

    (イ) 全商協会の情報処理検定の試験監督 

      全商協会の情報処理検定は，あくまで民間である全商協会が主催した

もので，資格も全商協会が与えるものにすぎず，試験監督の報酬は全商

協会から支払われており，Ｅ高校では全商協会の情報処理検定が学校教

育には当たらないとして教育公務員特例法１７条による兼業の承認手続

を行い，全商協会では試験監督中の災害が公務災害とならないことから

傷害保険に加入していた。 

      したがって，全商協会の情報処理検定の試験監督は勤務時間には含ま

れず，Ｐ１の平成２１年９月の時間外勤務時間は７２時間１５分であ

る。 

    (ウ) 体験入学の準備 

      体験入学の事務は，①実施計画作成，②中学校への案内状発送文

書作成，③配付資料作成，④参加生徒名簿作成，⑤封筒用タックシ

ールの作成，⑥進行台本作成，⑦アンケート作成，⑧礼状作成であ

るが，平成２２年８月１６日付け所属回答（甲Ａ１７・４頁）によ

れば，本件疾病発生時点で，このうち③，⑥及び⑧は未着手であ

り，⑦は他の職員が作成したことが認められる。 

      ①の実施計画の作成についてはＰ１以外に３名の担当者がおり，８
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月下旬にはその内容が固まっていたと考えられるから（乙Ａ３

６），本件疾病発症前１箇月間の業務ではない。 

      ②の中学校への案内状発送文書作成については，「８／２１ １６

：５９作成と思われる」（甲Ａ４８の２）とされていることからす

ると，本件疾病発症前１箇月間の業務ではないし，仮に，本件疾病

発症前１箇月間の業務としても，改定するだけでそれほど時間を要

しない。 

      ⑤の封筒用タックシールの作成についても，「８月下旬と予想され

る」（甲Ａ４８の４の１）とされていることから，これも本件疾病

発症前１箇月間の業務ではない。また，このタックシールは，昨年

のものや他の用途で使用したものをそのまま使用できるものであ

り，体験入学のために一から作成したとは考えられず，タックシー

ルの作成に時間を要することはない。 

      ④の参加生徒名簿作成については，成果物として提出されていた名

簿（乙Ａ３７）によると（乙Ａ１５・４頁），入力された人数は１

５７名で，入力内容は氏名，コード，地区，学校名，ふりがな，性

別，中学校内通し番号，第１希望，第２希望，保護者及び８月参加

の１１項目であり，地区及び学校名は１名入力すれば，他は複写で

すむので，１名の入力時間は１分ほどで，作業は３時間ほどであ

る。教頭Ｐ３作成の報告（乙Ａ３８）によれば，体験入学者リスト

はエクセルの一つのシートに氏名を入力したものを加工するだけで

あり，作業としては単純で，平成２０年度のデータが残されてお

り，この作業もさして相当程度時間のかかるものではないことが認

められる。 

      体験入学の書類は２２０頁と大部であるが，その作成作業は単純で，

前年度に作成したものを使用でき，さらに，現存するファイルは他の
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職員が修正追加したものであり，その書類からＰ１の作業量を推認す

ることはできない。そして，全体の取りまとめは，締切りの９月３０

日以降しかできず，本件疾病発症前１箇月間の業務には入らない。 

           したがって，体験入学の準備でＰ１が平成２１年９月に行った作業

は，氏名を入力するという単純作業で，前年のデータを使い回ししてい

たことから，相当程度時間がかかり，精神的負荷がかかる公務とはいえ

ない。 

    (エ) 全商協会の情報処理検定の指導 

      全商協会の情報処理検定は年２回行われ，平成２１年９月２７日実施

の検定では平成２１年９月１４日から同月２６日まで指導週間が設けら

れていたが，情報処理検定以外の日本商工会議所簿記検定試験，全商協

会の簿記実務検定試験及び全商協会の商業経済検定試験においても指導

週間が設けられており，Ｅ高校の教員にとっては通常業務であり，Ｐ１

にとっても全商協会の情報処理検定の受験指導は毎年のことであり，物

理的のみならず精神的に強い負荷がかかるものとはいえない。 

   オ 時間外労働時間 

        (ア)  全商協会の情報処理検定の位置付け 

           Ｅ高校のホームページには，全商協会主催の情報処理検定以外の経済

産業省主催の情報処理技術者試験，日本商工会議所主催の簿記検定，日

本漢字能力検定主催の日本漢字能力検定並びに全商協会主催のワープロ

実務（現ビジネス文書実務），簿記実務，珠算・電卓実務，商業経済，

英語，会計実務及びパソコン入力スピード認定を挙げて「資格取得 

（省略）の実績」とされているが，情報処理検定の取得状況が（省略）

かどうかは不明である。また，年間行事には，日商簿記，日本漢字検定

試験，秘書検定，公務員模試，看護模試等も記載されており，生徒に関

するものであって，Ｅ高校が実施する行事を記載しているわけではな



 7 

い。 

           全商協会の情報処理検定は，生徒が自主的に取得する資格試験であ

り，学校教育そのものとは目的及び性格を異にしており，学校教育の一

環とはいえない。 

        (イ) 原判決の認定について 

           退庁前に見回りを行っていたＰ２が，平成２１年９月当時，Ｐ１が午

後８時まで残業していたかについて，「覚えていない」と明確に証言し

（証人Ｐ２・４９頁），また，被控訴人が，Ｐ１が午後８時まで残業し

ていたのは同月中の合計６日にすぎないと主張しているにもかかわら

ず，Ｐ１が平成２１年９月におおむね午後８時頃まで勤務していたこと

を前提に，Ｐ１の同月の時間外労働時間数が９５時間３５分に達してい

たとした原判決の認定は，Ｐ２の証言と矛盾する上，被控訴人の主張を

超えるものであり，証拠主義及び弁論主義に反するものである。 

           Ｐ１の本件疾病発症前１箇月間の時間外労働時間は，別紙「労働時間

集計表」の控訴人主張時間外労働時間数欄記載のとおり７２時間１５分

であり，仮に，Ｐ１が午後８時まで勤務していたことがあるとしても，

被控訴人の主張によれば，同表の「原審認定時間を被控訴人主張時間に

修正」の時間外労働時間欄記載の８８時間４３分である。 

           仮に，原判決のとおり，本件疾病発症前１箇月間の時間外勤務時間を

９５時間３５分であるとしても，認定基準の「週当たり平均２５時間程

度以上の連続」又は民間認定基準の「１月当たりおおむね１００時間以

上」との要件を満たしていない。 

    (2) 本件疾病の発症の基礎となるような公務外の要因の存在 

   ア 脳動脈瘤 

     Ｐ１が緊急搬送されたＯ病院で撮影されたＣＴ画像によると，硬膜内部

の前交通動脈に脳動脈瘤が存在することが確認された。その大きさは脹ら
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みの高さ４．３㎜，根元３．７㎜で，形状は不整形（瘤が２つ重なってい

る形状）である（乙Ｂ１１）。 

    「未破裂動脈瘤の自然経過に関する大規模研究の結果発表」（乙Ｂ２）に

は，「最大径７ミリ未満の動脈瘤に関しては，特定の場所（前交通，後交

通動脈瘤）や不整形のものを除くと破裂率は低く，予防的治療の適応は慎

重に検討する必要があるいうこともわかりました」（３頁），「未破裂脳

動脈瘤の破裂は，２００１年１月から２００４年４月の期間中に調査され

た成人５７２０名（６６９７動脈瘤）において，１１１名でクモ膜下出血

が発生し，全体での年間平均出血率は０．９５％でした。出血のリスクは

瘤の大きさ，場所（前交通動脈，後交通動脈），形状（不整形）に影響さ

れることがあきらかとなりました。」（１頁），「前交通動脈の破裂率は

１．３１％／年で，中大脳動脈に対するハザード比が２．０２」（２頁・

図２）とされている。また，小林祥泰編「脳卒中データバンク」の「くも

膜下出血をきたした破裂脳動脈瘤の疫学」（乙Ｂ６）には，「３６２３人

のデータを表１に示す。破裂脳動脈瘤の大きさは６㎜未満が５７％，１４

㎜未満で９５．３％であった。部位別では前交通動脈瘤（３２．９％），

内頸動脈－後交通動脈分岐部（２９．０％），中大脳動脈瘤（２１．４

％），前大脳動脈瘤（６．５％）の順に多かった。前交通動脈瘤，中大脳

動脈瘤，椎骨脳底動脈系の破裂動脈瘤はサイズが小さい傾向にあった。」

（１５４頁）とされている。 

         以上によれば，Ｐ１の脳動脈瘤は，場所が前交通動脈にある上，不整形

であるため，破裂の現実的危険性があったことが認められ，日本の脳卒中

学会脳卒中ガイドライン委員会作成の脳卒中ガイドライン２０１５（以下

「脳卒中ガイドライン」という。乙Ｂ４，７，８）によれば，「５㎜未満

であっても前交通動脈（中略）などの部位に存在する脳動脈瘤」（２の②

B）），「不整形（中略）を有するなどの形態的特徴をもつ脳動脈瘤(２の
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②C）)は治療等を含めた慎重な検討を要することが勧められる（グレード

Ｂ）」とされており（乙Ｂ４・２３０頁），予防的治療を検討する必要が

あった。 

   イ 高血圧 

     日本高血圧学会高血圧治療ガイドライン作成委員会作成の高血圧治療ガ

イドライン２０１４（以下「高血圧ガイドライン」という。甲Ｂ１）で

は，Ⅰ度高血圧は「収縮期血圧が１４０～１５９㎜ Hg 又は拡張期血圧が

９０～９９㎜ Hg」，Ⅱ度高血圧は「収縮期血圧が１６０～１７９㎜ Hg 又

は拡張期血圧が１００～１０９㎜ Hg」，Ⅲ度高血圧は「収縮期血圧が１

８０㎜ Hg 以上又は拡張期血圧が１１０㎜ Hg 以上」とされている（表２－

５（１９頁））。 

         Ｐ１は，平成６年に９０～１４２㎜ Hg とⅠ度高血圧となり，その後，

次第に血圧が上昇し，平成１２年には拡張期血圧が１０６㎜ Hg とⅡ度高

血圧となり，高血圧症と指摘されている。脳卒中ガイドライン（乙Ｂ７）

には，「高血圧患者は降圧治療を行うよう強く勧められる（グレード

Ａ）」（２４頁）とされており，高血圧は脳動脈瘤破裂の危険因子である

（乙Ｂ１４・１９頁）。 

         Ｐ１は１５年以上前から高血圧でありながらその治療を怠ったことによ

り高血圧の状態を長期間継続し，発症の可能性を高めたものである。 

   ウ 飲酒 

     脳卒中ガイドライン（乙Ｂ８）には，「脳卒中予防のためには，大量の

飲酒を避けるように強く勧められる（グレードＡ）」，「出血性脳卒中

（脳出血やくも膜下出血）の発症率と飲酒との間には直線的な正の相関関

係がある。」，「機会飲酒者と比べ，大量飲酒（エタノール４５０g/週以

上）者で全脳卒中の発症率が６８％増加し，特に出血性脳卒中の中でもく

も膜下出血の発症率が著しく増加した。」との記載がされており，乙Ｂ１
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４には，「破裂脳動脈瘤の危険因子となる後天的要因（生活習慣）のうち

エビデンスレベルの高いものとして，喫煙習慣，高血圧保有，１週間に１

５０ｇ以上の飲酒があげられる。過去の報告を総合するとそれぞれ相対危

険率は，１．９，２．８，４．７となり，過度の飲酒は最も危険因子とさ

れている。これらの要因が複数ある場合さらに危険率を上げることが報告

されている。」（１９頁）とされている。 

     Ｐ１は，毎日日本酒を２合ないし３合飲酒していたもので，エタノール

換算で週３００ないし４５０ｇのアルコールを摂取していたこととなり，

前記「大量飲酒（エタノール４５０g/週以上）」又は「１週間に１５０ｇ

以上の飲酒」に該当する。 

   エ 医師の意見書 

     Ｐ１の主治医であったＰ４医師は，意見書（乙Ｂ１５）において，「も

し，仮に破裂前に今回破裂後の画像の動脈瘤が発見されていたとしたら，

まず高血圧の治療や飲酒に関して是正をするように指導する必要があった

だろうと思います。また，手術に関しても，直ちに手術治療を行いなさい

とまでは言いませんが，手術治療の方法についてもお話をし，破裂リスク

が高い群であることを念頭に置いて経過観察は慎重に行われるだろうと推

察されます。」（２頁）と記載し，Ｐ１の高血圧について「平成２１年の

数値は『Ⅲ度高血圧』であり，直ちに降圧治療を勧められる数値でした。

この数値で治療していないとしたら，それだけで脳心臓疾患を引き起こす

リスクとなり，結果論ですが，前交通動脈瘤があるＰ１氏には大きなリス

クだったわけです。」（３頁），「Ｐ１氏の飲酒量は，『本件疾病の発症

の危険性を高めるほどに多量なものであった』ということになります。」

（４頁）と述べている。 

     このように，Ｐ４医師は，Ｐ１の前交通動脈に動脈瘤があり，それが自

然経過によって増悪して破裂し，本件疾病を発症したことを明確に述べて
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いる。 

         また，Ｐ５脳神経外科教授は，意見書（乙Ｂ１６）において，「硬膜内

であれば，約４ミリメートル大の動脈瘤でも破裂の危険性があり，Ｐ１氏

の場合，前交通動脈瘤ですので，小さくても破れやすいうえ，不整形（乙

Ｂ１１）であることから一層破れやすかったと言えます。そして，Ｐ１氏

は，高血圧症でしたが，その治療をされておらず，また，飲酒の習慣があ

ったとのことですから，複数の破裂のリスクファクターを有していたと思

います。」（２頁）と記載している。 

         このように，Ｐ５教授は，Ｐ１の前交通動脈に約４㎜大の不整形な動脈

瘤があり，それは破れやすい状況であったことに加え，Ｐ１が高血圧症や

飲酒の習慣という複数のリスクファクターを有していたことにより，本件

疾病を発症したことを明確に述べている。 

   オ 結論 

     以上によれば，Ｐ１は，前交通動脈に約４㎜大の不整形な動脈瘤を保有

し，その破裂の危険因子である高血圧が本件疾病の発症の１５年以上前か

ら上昇傾向を保ちながら継続しており，しかも「１週間に１５０ｇ以上の

飲酒」という危険因子を満たす毎日２合ないし３合の日本酒の飲酒があっ

たのであるから，本件疾病の基礎となる公務外の要因（個体的要因又は生

活的要因）があったことは明らかである。 

     そうすると，Ｐ１の死亡は，Ｐ１の個体的要因の自然的経過によって生

じたものであり，本件疾病の発症及びＰ１の死亡と公務との間に相当因果

関係は認められない。 

  (3) まとめ 

       以上によれば，本件処分は適法であり，これを取り消した原判決は取り消

されるべきである。 

第３ 当裁判所の判断 
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 １ 当裁判所も，Ｐ１の死亡は公務に起因すると認めるのが相当であり，本件処

分は取り消すべきものと判断する。 

     その理由は，以下の補正をし，次項において控訴人の当審における主張につ

いての判断を付加するほかは，原判決の「事実及び理由」欄の第３に記載のと

おりであるから，これを引用する。 

    (1) 原判決１６頁１３行目末尾に「基本情報技術者試験，応用情報技術者試

験及びＩＴパスポート試験は情報処理の促進に関する法律第２９条１項に基

づき経済産業大臣が行う国家資格で，平成２１年の秋の試験日は１０月１８

日であった（甲Ａ１６）。合格率（成人を含む。）は，ＩＴパスポート試験

は約１７％，基本情報技術者試験及び応用情報技術者試験は２０％台であ

り，基本情報技術者は国家資格であるため全商協会の情報処理検定より合格

者がかなり少なく，応用情報技術者の合格者はＥ高校で１，２名でさらに合

格が難しかった（甲Ａ７）。」を加える。 

    (2) 原判決１６頁２４行目の「ＩＴパスポート試験」の前に「基本情報技術

者試験及び」を加える。 

    (3) 原判決２０頁１８頁末尾に「全商協会（平成２３年４月に公益財団法人

に移行）は，高等学校における商業教育の発展向上に寄与することを目的

として主務官庁である文部省（現文部科学省）の許可を受けて設立された

財団法人であり，情報処理（プログラミング部門１級から３級，ビジネス

情報部門１級から３級）のほか珠算・電卓実務，簿記実務，会計実務，英

語，ワープロ実務及びパソコン入力スピード認定の各種検定試験並びに全

国高等学校の情報処理等の競技大会を主催していた（甲Ａ７，甲４０，甲

４１・４頁，弁論の全趣旨）。」を加える。 

  (4) 原判決２０頁２２行目の「情報処理検定による資格取得状況について」

を「経済産業省主催情報処理技術者試験の『基本情報』，『応用情報』及

び『ＩＴパスポート』並びに全商協会の情報処理の『プログラミング部門
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１級』及び『ビジネス情報部門１級』の資格取得状況について，全商協会

主催の他の検定や日本商工会議所簿記検定２級，日本英語検定主催の実用

英語検定２級及び準２級などとともに」と改める。 

  (5) 原判決２５頁２３行目の「９月については，」の後に，「同月５日開催

の愛知県商業実務総合競技大会及び」を加える。 

  (6) 原判決２６頁１７行目の「平成２１年９月には，」の後に，「同月５日

開催の愛知県商業実務総合競技大会及び同月２７日実施の全商協会の情報

処理検定のための部活ないし授業の準備に時間を取られていた。また，同

年１０月１８日実施の経済産業省主催の情報処理技術者試験（基本情報技

術者，応用情報技術者及びＩＴパスポート）は，国家資格であるため全商

協会よりも難易度がはるかに高い上，合格者が１名ないし２名であるが，

応用情報技術者試験の合格者がいることからして（甲Ａ７），Ｐ１は課題

研究で応用情報技術者試験の担当をしていないが，課題研究の授業又は部

活動等で基本情報技術者試験に合格した応用情報技術者試験の受験者のた

めの試験対策指導をしていたと考えられることなどから，Ｐ１は，情報処

理技術者試験の試験対策の指導準備のために相当程度の時間を要していた

と考えられる。さらに，Ｐ１は，」を加える。 

  (7) 原判決２６頁２５行目の「平日の部活動の指導終了時刻が午後７時頃に

なっていたほか，」の後に，「平成２９年９月５日開催の愛知県商業実務

総合競技大会，同月２７日実施の全商協会の情報処理検定，同年１０月１

８日実施の経済産業省主催の情報処理技術者試験のための部活及び授業の

準備（甲Ａ１６），」を加える。 

  (8) 原判決３６頁６行目の「報告もあり」から９行目末尾までを「報告があ

る（甲Ａ３７）。」と改める。 

 ２ 当審における控訴人の主張に対する判断 

  (1) Ｐ１の公務の量的，質的過重性について  
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   ア Ｐ１の日常業務について 

     控訴人は，Ｐ１は水曜日の午前及び木曜日の午後は授業がなく，２名で

担当する授業は講義を担当しておらず，空きコマを利用して校務を行うこ

とが十分に可能であること，Ｐ１は高校教諭として２０年，Ｅ高校でも４

年目であり，授業に関しては十分な知識・経験があったこと，指導担当者

の取りまとめ役は実作業をしなくてよいこと，課題研究の授業では基本情

報技術者試験，ＩＴパスポート試験の指導をしているだけであることなど

からすれば，Ｐ１の公務は，量的にも質的にも重いものであったとはいえ

ないと主張する。 

     しかしながら，Ｐ１はＥ高校の情報処理科の主任として，「情報処理

（パソコン実技等）」，「ビジネス情報（表計算等）」，「プログラミン

グ（言語を用いたアルゴリズム等）」，「文書デザイン（ワープロ実技

等）」及び「課題研究（情報処理技術者試験）」を担当し，主任として他

の教員を指導するなどその責任的な立場にあり，授業以外にも情報処理部

顧問として，全商協会が主催する情報処理の全国大会等各種大会の指導を

し，全国大会で優勝するなど非常に優秀な成績をあげていた（原判決１５

頁１１行目ないし１７頁１２行目）。また，授業のみならず，情報化推進

委員会の情報化推進者となり，生徒の実習用パソコン（２１１台）のメン

テナンスや校内の総務事務系のパソコンのＬＡＮ環境及び教員のパソコン

の故障の対応をしており，いわば，Ｅ高校における情報機器システムの責

任者とでもいうべき立場にあった（原判決１７頁１３行目ないし１８頁１

８行目，甲４２・３頁，４頁）。 

         さらに，Ｅ高校は普通科より就職率が高く，履歴書の「資格取得」欄に

どの検定の何級に合格したかを記載するため，国家試験である情報処理技

術者試験及び全商協会の情報処理検定の合格者数，全商協会主催の情報処

理競技大会での成績を向上させることが要請されていた（甲Ａ４３・２
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頁，弁論の全趣旨）。 

         したがって，教員歴が２０年あり，Ｅ高校赴任から３年を経過し，主任

のベテラン教員として他の教員を指導する立場にあったＰ１の公務は，量

的にも質的にも，他の教員よりも重いものであったと認められる。 

      イ 全商協会の情報処理検定の指導について 

     控訴人は，全商協会の情報処理検定は，あくまで民間の全商協会が主催

したもので，資格も全商協会が与えるものにすぎず，試験監督の報酬は全

商協会から支払われており，Ｅ高校は全商協会の情報処理検定が学校教育

には当たらないとして教育公務員特例法１７条による兼業の承認手続を行

い，試験監督中の災害が公務災害とならないことから全商協会において傷

害保険に加入していたものであり，全商協会の情報処理検定の試験監督は

勤務時間には含まれないし，また，情報処理検定以外の日本商工会議所簿

記検定試験，全商協会の簿記実務検定試験及び全商協会の商業経済検定試

験においても指導週間が設けられており，Ｅ高校の教員にとっては通常業

務であり，物理的のみならず精神的に強い負荷がかかるものとはいえない

と主張する。 

     しかしながら，全商協会は，文部科学省の所管する財団法人で，その検

定試験科目は情報処理（プログラミング部門１級から３級，ビジネス情報

部門１級から３級）のほか，珠算・電卓実務，簿記実務，会計実務，英

語，ワープロ実務及びパソコン入力スピード認定という商業科目に沿った

ものを行い，全国高等学校の情報処理競技大会等を主催するなど商業高校

の教育に密接に関連している団体であり，その情報処理検定は全国の規模

で行われ，愛知県だけでも６０校が参加し，愛知県では検定のための準備

会議は本部校（Ｒ高等学校）で勤務時間中に開催され，愛知県下の高等学

校の商業科教育の一環として位置付けられ，Ｅ高校においては情報処理検

定前の約２週間を情報処理検定週間とし，検定前日には受験指導が行わ
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れ，授業では生徒に対し情報処理検定を受けるように指導され，試験会場

もＥ高校で，試験監督もＥ高校の教諭によってされていたもので，実際に

全校生徒のほぼ全員が受験しＥ高校の情報処理教育にとって必須なものと

なっていた（甲Ａ７，甲Ａ２９，甲Ａ４０，甲Ａ４１，甲Ａ４３・２頁，

甲Ａ４４ないし４７，弁論の全趣旨（原判決２０頁１５行目ないし２１頁

１７行目））。 

     全商協会の情報処理検定の結果は，日本商工会議所の簿記検定試験，全

商協会の簿記実務検定試験及び全商協会の商業経済検定試験などの結果と

ともにＥ高校のホームページに掲載されるものであり（甲Ａ７），情報処

理主任で情報処理部の顧問であるＰ１にとって，全商協会の情報処理検定

の受験指導は，自身の生徒に対する教育成果とみなされるものであるか

ら，その指導は，Ｐ１にとって精神的に強い負荷がかかるものであったと

考えられる。 

   ウ 体験入学の準備について 

     控訴人は，体験入学の事務は，①実施計画作成，②中学校への案内状発

送文書作成，③配付資料作成，④参加生徒名簿作成，⑤封筒用タックシー

ルの作成，⑥進行台本作成，⑦アンケート作成，⑧礼状作成であるが本件

疾病発生時点で，このうち③，⑥及び⑧は未着手であること，⑦は他の職

員が作成したこと，①の実施計画作成についてはＰ１以外に３名の担当者

がおり，８月下旬にはその内容が固まっていたと考えられ，本件疾病発症

前１箇月間の業務ではないこと，②の中学校への案内状発送文書作成につ

いても本件疾病発症前１箇月間の業務ではないし，仮に，本件疾病発症前

１箇月間の業務としても，改定するだけでそれほど時間を要しないこと，

⑤の封筒用タックシールの作成についても本件疾病発症前１箇月間の業務

ではないし，このタックシールは，昨年のものや他の用途で使用したもの

をそのまま使用できるものであり，体験入学のために一から作成したとは
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考えられず，タックシール作成に時間を要することはないこと，④の参加

生徒名簿作成については，成果物として提出されていた名簿（乙Ａ３７）

によると入力された人数は１５７名で，入力内容からすると作業時間は３

時間ほどであること，体験入学者リストはエクセルの１つのシートに氏名

を入力したものを加工するだけであり，作業としては単純で，平成２０年

度のデータが残されており，この作業もさして相当程度時間のかかるもの

ではないこと，全体の取りまとめは，締切りの９月３０日以降しかでき

ず，本件疾病発症前１箇月間の業務には入らないことから，負荷はほとん

どなかったと主張する。 

         しかしながら，本件疾病の発症は９月２９日であり，８月末は本件疾病

発症前１箇月間に含まれる。また，甲Ａ５８によれば，平成２１年の体験

授業の申込者は３０４名であったことが認められるところ，教頭Ｐ３作成

の「平成２２年８月１６日付け所属長回答に対する確認事項への報告」

（乙Ａ３８）には，エクセルで作成された「一日体験入学」フォルダ内の

「⑤参加者（１０月）.xlst」はＰ１が大半を作っていたと考えられ，１

０月１７日の体験入学前の９月末までに申込みをメールにて受付入力して

いたと思われるとし（２頁），名簿のうちＰ１が作成した部分は，①班別

タイトル，受付台帳(1)（１５頁分）は中学校別通し順，「Ｗ中学校追加

挿入」，⑤班別のタイトル，作業用ワークシートで，二つの選択授業の入

ったもの（１７枚），⑥タイトルなしで，第１～２希望，保護者，８月の

別の体験入学での参加，班の各列が追加された一覧（１６枚），Ｅ高校一

日体験入学 参加者名簿タイトルは，受付中学校別参加者一覧（１２

枚），⑦同じく，Ｅ高校 一日体験入学 参加者名簿タイトルは中学校の

整理番号順ごとに参加者の一覧（４６枚），⑧受付名簿で出欠欄を加えた

もの（２２枚），⑨会場掲示用最終中学校別名簿（２２枚），⑩参加保護

者名簿（１枚）であるとし，Ｐ１は倒れた日時までの入力・作業・出力の
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各ワークシートの一部をしており，入力のどこまでという境界は中学校受

付締切りが９月末となっており判明しませんでしたとされている（３

頁）。これによれば，体験入学の成果物として提出されていた名簿（乙Ａ

３７）によると入力された人数は１５７名であるが，中学校から締切り直

前に申し込まれることは考えられず，入力者数が申込者数の半分である１

５７名とは考え難い上，上記の記載によれば，Ｐ１は９月中に相当の入力

をしていたと推測される。 

         また，上記報告（乙Ａ３８）には，「同一のファイル内の複数のワーク

シートを使って，中学校ごとに受け付けた体験入学申込みをデータ入力し

チェックするワークシート，作業(申し込んだ中学生がいくつかのコース

の中から平等に二つの体験授業を選択体験できるように，希望者データと

体験コースデータをすり合わせて結合する，かつ，中学校間でのアンバラ

ンスを修正する）ワークシート，出力（参加生徒別の書類点検チェックシ

ート・集合会場の掲示物・受付係・点呼用紙）ワークシートの，おおよそ

３種類のデータで構成されていた。実際には出力用シートは用途に応じて

さまざまある。」（２頁），「受付名簿のデータは１つで，エクセルによ

り並び替えをしたり，希望中学生の受講コースを追加した後，抽出や行や

列の挿入をして，それぞれの名簿を作成しております。」（３頁）とされ

ており，Ｐ１はおおよそ３種類のワークシートにデータを入力した後，エ

クセルを用いてデータの並び替え，追加，抽出，行や列の挿入などを行っ

ており，体験入学の名簿作成は，単にデータを入力すればよいというもの

ではなく，情報処理が必要であり，相当程度の負担になっていたと考えら

れる。 

   エ 本件疾病発症前１箇月間のＰ１の公務の量的・質的過重性 

    (ア) 平成２１年９月５日にはＰ１が顧問を務める情報処理部が参加した

愛知県商業実務総合競技大会，同月２７日には全商協会の情報処理検



 19 

定が実施され，同年１０月１７日には体験入学の開催，同月１８日に

は情報処理技術者試験の実施が予定されていた（甲Ａ１６）。 

    (イ) Ｅ高校の情報処理部は，情報処理に関する各種の全国大会で団体優

勝を始めとする優秀な成績を収めており（原判決１６頁１７行目から

２１行目），また，Ｅ高校では全商協会の情報処理検定を受験するこ

とが生徒に奨励され，ほぼ生徒の全員が受験しており（原判決２１頁

３行目から６行目），これらの競技大会や情報処理検定の結果は，Ｐ

１の教育の成果と評価されることも考えられるから，その直前の授業

及び部活動の指導に当たるＰ１には，相当程度の精神的負荷がかかっ

ていたと考えられる。 

    (ウ) また，体験入学が，Ｐ１にとって相当程度の負担になっていたと考

えられることは上記ウのとおりであり，Ｐ１の立場からすれば，Ｐ１

が，全商協会の情報処理検定よりも難易度の高い情報処理技術者試験

の受験指導のために相当程度の時間を割いていた可能性もある。 

    (エ) 以上によれば，Ｐ１の本件疾病発症前１箇月間は従前に比して，そ

の公務の量的・質的過重性が相当に増していたものと認められる。 

   オ Ｐ１の睡眠時間について 

     控訴人は，Ｐ１がＥ高校から８００メートルの位置の借家に居住し，そ

の通勤時間は約１０分（片道５分）であったと推認でき，１日６時間を超

えて睡眠時間を確保できていたと推認できるから，脳・心臓疾患の発症の

原因との関連において，この点を考慮すべきである旨主張する。 

     しかしながら，最も健康的と考えられる１日７．５時間の睡眠時間が確

保されている状態であれば，疲労の蓄積は生じないとしても（乙Ｄ３・８

８頁），本件全証拠によってもＰ１の睡眠時間を特定することはできず，

睡眠によってＰ１が疲労の蓄積を免れていたと認めることはできないか

ら，控訴人の上記主張を採用することはできない。 
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   カ Ｐ１の時間外労働時間について 

    (ア) 全商協会の試験の監督を担当していた時間について 

      前記のとおり，全商協会は高等学校における商業教育の発展向上に寄

与することを目的として文部科学省が所管する財団法人で単なる民間団

体とはいえないし，Ｅ高校においてはその受験指導がされ，試験会場も

Ｅ高校であり，かつ，試験監督も担当教諭が行っているものであるか

ら，その試験監督業務について教育公務員特例法１７条による兼業の承

認手続が行われており，試験監督中に発生した傷害については傷害保険

によって賄われることになっていたとしても，公務の量的過重性を判断

するに当たっては，試験監督を担当していた時間も勤務時間に含めるこ

とが相当である。 

    (イ) 控訴人は，退庁前に見回りを行っていたＰ２が，平成２１年９月当

時，Ｐ１が午後８時まで残業していたかについて，「覚えていない」

と明確に証言し（証人Ｐ２・４９頁），被控訴人がＰ１が午後８時ま

で残業していたのは同月中の合計６日にすぎないと主張しているにも

かかわらず，Ｐ１が平成２１年９月におおむね午後８時頃まで勤務し

ていたことを前提に，Ｐ１の同月の時間外労働時間数が９５時間３５

分に達していたとした原判決の認定は，Ｐ２の証言と矛盾する上，被

控訴人の主張を超えるものであり，証拠主義及び弁論主義に反するも

のであると主張する。 

           しかしながら，Ｐ２は，Ｐ１が平成２１年９月にはおおむね午後８時

頃まで勤務していたとの印象を述べていること（証人Ｐ２・３０，４

９，５０頁），Ｐ１の同僚のＰ６やＰ７が，伝聞ではあるが，平成２１

年９月当時のＰ１が夜の８時頃まで残って仕事をしていたとの趣旨を述

べていること（甲Ａ２１・３頁，甲４２・５頁），Ｐ１の公務災害認定

請求書に添付された「発症前１か月を越える期間の職務従事状況・生活
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状況調査票」（甲Ａ１２の２，乙Ａ２５）に記載された退勤時刻は具体

的な資料に基づくものではなく，その正確性に疑問があること（証人Ｐ

２・２５，３１，３３頁）等を考慮すれば，原審の事実認定は合理的な

ものであると認められる。また，原審は，被控訴人の主張する範囲内で

Ｐ１の時間外労働時間を認定したものであるから，原判決に弁論主義違

反の違法があるとは認められない。 

    (2) 公務外の要因（脳動脈瘤）について 

   ア 高血圧について 

         Ｐ１の血圧は，Ｐ１がＥ高校に赴任してきてから約１年後である平成１

９年４月１０日時点では収縮期血圧は１４６㎜ Hg，拡張期血圧は９２㎜ H

g であり，高血圧ガイドラインではⅠ度高血圧であるが，正常値を収縮期

血圧が６㎜ Hg，拡張期血圧が２㎜ Hg 上回るにすぎず，ほぼ正常値であっ

たと認められ，Ｐ１が長年高血圧であったとはいえない。 

         平成２０年４月９日時点では，収縮期血圧は１６２㎜ Hg でⅡ度高血圧

の下限，拡張期血圧は１１０㎜ Hg でⅢ度高血圧の下限となり，Ｐ１はそ

のころからⅡ度高血圧症となっていたと認められる。本件疾病発症の約６

箇月前の平成２１年４月８日時点では，第１回目の検査が収縮期血圧１９

２㎜ Hg，拡張期血圧が１３０㎜ Hg といずれもⅢ度高血圧に該当する数値

であったが，第２回目が収縮期血圧が１７０㎜ Hg でⅡ度高血圧，拡張期

血圧が９６㎜ Hg でⅠ度高血圧であった（原判決２１頁２３行目以下の

表）。 

         これによれば，Ｐ１はＥ高校に赴任した１年後に血圧がほぼ正常値に戻

っており，２年後にはⅡ度高血圧症となっているが，重症であったとまで

は認め難い。 

   イ 飲酒について 

     ＪＡＣＣ Ｓｔｕｄｙ（文部省の助成を受け，Ｐ８教授が昭和６３年か
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ら平成２年に４０歳から７９歳までの約１１万人に病歴や生活習慣につい

てアンケートをし，約１０年間追跡調査した結果に基づくくも膜下出血が

原因で死亡する危険因子の研究結果）では，「日本酒換算で一日平均２合

以上の多量飲酒者は非飲酒者と比較して，男性では２．０８倍の死亡リス

クが高くなりましたが，高血圧症・喫煙・脳卒中の家族歴の危険因子を考

慮するとリスクは認められませんでした。」とされており（甲Ａ３８の２

頁），飲酒のみでは危険因子とはいえない。 

     また，Ｐ１は，健康診断の問診票（乙Ａ２４）に，１日日本酒を２合

（３００ｇ）ないし３合（４５０ｇ）飲むと回答していたが，これは，脳

卒中ガイドライン（乙Ｂ８）にいう「大量飲酒者（エタノール４５０g/週

以上）」には該当しないし，また，本件疾病の発症前に特にＰ１の飲酒量

が増えていたことを認めるに足りる証拠はない。 

      ウ 小型脳動脈瘤について 

         井川房夫・森田明夫編著「未破裂脳動脈瘤」の「小型未破裂脳動脈瘤」

（乙Ｂ１３の１７８頁）には，「Ｐ９らは，脳動脈瘤の発生からその増大

と破裂までの過程を４つのパターンに分類し報告した。タイプ１は動脈瘤

の発生後短期間（数日から数カ月）のうちに破裂するもの，タイプ２は発

生後経年的に徐々に増大する過程で破裂するもの，タイプ３は発生後経年

的に徐々に増大するが破裂しないもの，タイプ４は発生後小さな動脈瘤の

まま形もサイズも変化しないもの，この分類に基づき今回のＳＵＡＶｅ 

Ｓｔｕｄｙの４４８動脈瘤を振り分けると，タイプ１は未破裂瘤として通

常我々が目の当たりすることはないと考えられる。タイプ２は７動脈瘤

（１．６％），タイプ３は３０動脈瘤（６．７％），タイプ４は４１１動

脈瘤（９１．７％）であった。もし，小さな動脈瘤の多くがタイプ１のよ

うに発生後短期間のうちに破裂すると考えるなら，小型未破裂瘤の破裂率

の低さと日常遭遇する破裂瘤には小型のものが多いという疫学的乖離が説
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明できると考えられる。」とし（以下「Ｐ９ら見解」という。），また，

「Ｐ１０らは過去の未破裂脳動脈瘤と破裂脳動脈瘤に関する文献によるデ

ータから，動脈瘤の形成から破裂までの期間を独自の数学モデルで計算し

た。それによると１０㎜以下の小型の未破裂瘤に関しては動脈瘤の発生

後，数日から長くても８週間の間に破裂する危険性が高く，それ以降は安

定し，破裂する率は低下すると報告した。」（１７８頁）とされている

（以下「Ｐ１０ら見解」という。）。 

         Ｐ９ら見解及びＰ１０ら見解によれば，Ｐ１の脳動脈瘤は大きさは脹ら

みの高さ４．３㎜，根元３．７㎜の小型脳動脈瘤の段階で破裂しているか

らタイプ１に該当すると考えられる。そして，タイプ１は未破裂瘤として

通常我々が目の当たりすることはなく，１０㎜以下の小型の未破裂瘤に関

しては動脈瘤の発生後，数日から長くても８週間の間に破裂する危険性が

高いとされている。 

      エ Ｐ１が本件疾病を発症した機序について 

         上記のＰ９ら見解及びＰ１０ら見解によれば，タイプ１の小型脳動脈瘤

が破裂した場合には，必ずしもその発症の基礎となる血管の病変が長い年

月の間に徐々に形成され，進行，増悪する経過を経て発症に至るわけでは

ないから，Ｐ１が１５年以上前から高血圧症の状態にありながら，その治

療を受けなかったとしても，このことにＰ１の本件疾病の発症の原因を求

めることはできないことになる。また，Ｐ１に，日本酒に換算すると１日

２合から３合程度を毎日飲む習慣があったとしても，本件疾病の発症前に

特にＰ１の飲酒量が増えていたことを認めるに足りる証拠はない。そし

て，本件疾病発症前１箇月間において，Ｐ１が通常の日常の公務と比較し

て特に過重な公務に従事したものと評価することが相当であることは，上

記（原判決３５頁２ないし１０行目）のとおりである。 

     そうすると，高血圧症や飲酒の習慣というリスクファクターを抱えてい
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たＰ１が本件疾病を発症し，死亡したことが，Ｐ１の個体的要因の自然的

経過によるものであるとは断じ難く，かえって，本件疾病の発症前にＰ１

が特に過重な公務に従事していたことが本件疾病の発症の原因となったと

認めることが相当である。 

  (3) Ｐ１の本件疾病を発症したことの公務起因性について 

    Ｐ１は，Ｅ高校の情報処理科の主任として，「情報処理（パソコン実技

等）」等５教科を担当し，その責任的な立場にあり，情報処理部の顧問や生

徒の実習用パソコン（２１１台）を含むＥ高校における情報機器システムの

責任的な立場にもあったところ，本件疾病発症前１箇月間は愛知県商業実務

総合競技大会，全商協会の情報処理検定，体験入学及び情報処理技術者試験

の行事が重なり時間外労働時間は少なくとも９５時間３５分にも及び，しか

も生徒の就職や学校の評価にも関わる情報処理技術者試験及び全商協会の情

報処理検定の合格者数を確保するため，本件疾病発症前１箇月間のＰ１の精

神的負担は極めて大きかったと認められるから，Ｐ１が本件疾病を発症した

のは，Ｅ高校の情報処理科の主任としての公務に内在する危険性が現実化し

たものと評価することが相当であり，Ｐ１が本件疾病を発症したことについ

ての公務起因性を肯定すべきである。 

第４ 結論 

   以上のとおりであって，本件処分を取り消した原判決は相当であり，本件控

訴は理由がないからこれを棄却することとして，主文のとおり判決する。 
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